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書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2021年 度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人アジア・コミュニティ・センター21

1 事業の成果

第 13期 の 2021年度 (2021年 4月 1日 ～2022年 3月 31日 )に実施 した事業の概要と結果は、以下

の通 りである。

・3つの公益信託 (ACT、 川上基金、今井基金)の事務局活動を通 じ、アジアの開発途上国で活動する現

地 NGOおよび日本の国際協力 NGOへの助成申請事業の公募、受付、申請資料の整理、助成先団体か

らの前年度事業の完了報告書のとりまとめ、申請団体との連絡と確認、運営委員会/諮問委員会資料の

作成、当該公益信託の運営委員会・諮問委員会等への報告業務等を行った。

2020年 3月 以降 2021年度末現在まで、新型コロナウイルスの感染拡大の影響で、ACT、 川上基金

の助成事業の海外の事業現場でのモニタリング活動ができなかったが、Eメ ールとオンライン会議ツ

ールを活用 し、助成先団体との連絡を密に行った。

ACT特別基金 「アジア留学生等支援基金」の助成で実施する 「アジア留学生インターン受入れ助成

プログラム」では、2020年度中は公募を見合わせたが、2021年度内に公募を再開し、7件が採択され

た。

・ 自主事業 「権利 を奪われたス トリー トチル ドレン支援プログラム」では、現地パー トナー団体

(Childhope Phihppines FoundatЮ n,Inc、 以下チャイル ドホープ)と ともに、「路上で暮らす若者の

自立支援プロジェク ト」 (4年 目)を実施 し、年間 30人 の若者に職業技術やライフスキル (日 常生活

の様々な問題に前向きに対処する力)を学ぶ機会を提供 した。

また昨年度に引き続き、貧 しい都市住民を組合員としてマイクロファイナンスをはじめ多様なサー

ビス活動を行 う「カサガナカ協同組合 (K‐ Coop)」 (協同組合)と その組合員の能力開発を行 う姉妹団

体 「カサガナカ開発センター (KDCI)」 との協働で、「都市に暮 らす貧 しい若者の小規模起業家育成プ

ログラムの開発」を実施 し、コロナ禍での若者の小規模起業におけるニーズ評価やセミナーを通 じた技

術支援を行った。

さらに、(―社)ア ジア宗教者平和会議東京と共同事業「フィリピンの“ス トリー トチル ドレン ZERO''

キャンペーン」を立ち上げ、フィリピンのス トリー トチル ドレンの実態や支援の動きについての調査を

行ったほか、支援に携わる元政府高官や NGO団体を招いた非公式会合を開催 した。

関係団体間および人の交流および協力・協働関係の埜築事業

・「日比 NGO協働推進」では、日比 NGOネ ットワーク (JPN)か ら事務局の委託を受け、以下の業務

を行った。(1)学習会や集いを含む JPN正会員・準会員間の情報交換 。経験共有の推進、(2)フ ィ

リピン社会とその人々、およびフィリピンに関わる日本の NGOの 協力活動等についての国内での理



解促進と支持者拡大を目的とした公開学習会の開催、「フィリピンに関わる日本の NGOダイレク トリ

ー」の更新、ウェブサイ トとSNSに よる情報発信、問い合わせへの対応、(3)セ ブ島とその周辺地域

を襲った台風の被災者支援を行 う正会員団体のための募金協力。

・「日本企業との連携による途上国地域開発事業の推進」では、パナソニック (株 )、 イン ドネシアの現地

NGO・ YDDと の三者による共同事業の第 2フ ェーズ (2020年 2月 ～)と して、「西カリマンタン辺境

地域での太陽光発電電気を活用 した生計開発モデルの開発」事業の最終年度の活動を実施 した。

知識・情報の普及推,fF事業

・「広報・啓発事業」では、当団体ウェブサイ トのほか、SNS(lWitter、 Faceb00k、 Instagram)で の発

信、大学の講義への講師派遣、学生の訪問受け入れ等での発表を通 じ、情報提供を行 うとともに、広く

一般に活動への参加を呼びかけた。

・2020年度の活動と実績についてわか りやすく報告 した冊子版の 「年次報告書」の発行、メールマガジ

ンの配信を通 じ、会員、寄付者、協力者、関係者、ほか広く一般に情報普及をはかるとともに、支援の

呼びかけを行った。

・2021年 10月 には、ACT「アジア留学生インターン受入れ助成プログラム」の 「2019年度アジア留学

生インターンシップ報告会」 (当 センター自主事業として実施)をオンラインで開催 した。

政策・制度変革のための提言事業

。(特活)国際協力 NGOセンター (JANIC)正会員、日比 NGOネ ットワーク (JPN)の正会員、グロ

ーバル連帯税フォーラムの正会員、NGO‐労働組合国際協働フォーラムの会員 (「広報タスクチーム」

への参加)と して、それぞれの政策提言活動に加わった。

国際協力に携わる人埜育成
。「日韓みらい若者支援事業」は、日本の若者たちが日韓の過去の歴史を直視 し、在 日コリアン (そ して

将来的には韓国の若者たち)の参加を得て日韓両国の若者の間での共通の歴史観を育み、それを基礎に

2国間関係の未来を志向する姿勢そして能力を身に付けるのを支援 し、そのネ ットワークを広げていく

ことを目的に、(特活)Asia Commons亜洲市民之道 と共同で実施 している。2021年度は、学習会活動

を 3回 (う ち対談 1回を含む)、 “語 り場"活動を 3テーマに分け、それぞれ 4回実施 した。また、2021

年度の活動の成果発表と関係者の交流を目的とした 「フォーラム」を 1回開催 した (2022年 4月 に実

施 )。



2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費り||【 20,565】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

貧困層およ
び基本的人
権を奪われ
た人々への
資金および
その他支援
事業

「ACT推進事業」
(受託事業)

アジアの現地 NGOが
実施する事業に助成
す る公 益信託 ア ジ
ア・コミュニティ・ ト
ラス ト (ACT)の事務
局活動
(申 請・助成事業に関

わる事務局業務、新規
事業発掘調査、広報・
渉
」4́
●
成
連
の

託
整

委 ||

′1

助
の
′、

`=0こ

調

た
行
)

め
と

の

の
資
連

り
持維

2021年

4月 ～

22`年 3

月

日 本 国

内、アジ

ア 5カ 国

5人

フィリピン、

イ ン ドネ シ

ア、イン ド、ス

リランカ、カ

ンボジアおよ

び 日本 (20助

成事業)

約 1.91万人 9,097

「今井記念海外協力
基金」事務局活動
(受話事業)

アジアで活動する日
本の国際協力 NGOの
事業を助成する公益
信託の事務局活動。19
年度助成事業最終報
告書提出の確認、20
年度助成事業実施 5

団体との連絡調整、21
年度助成申請事業公
募・申請書類受付、委
員会資料作成、専用ウ
ェブサイ トのアップ
デー ト等

2021年

4月 ～

22′手 3

月

日 本 国

内、

ア ジ ア

諸 国 (3

カ国)

2人

日本の国際協

力 N004団 体

が実施す る事

業地 (3ヵ 国、

4助成事業)

約 250人 783

「川上甚蔵記念国
際文化教育振興基
金」事務局活動 (受

託事業)

アジアの現地 NGOが
実施する事業を助成
する公益信託 「川上

甚蔵記念国際文化教
育振興基金」の事務
局活動 (2021年度中
請事業の公募、運営
委員会資料作成、助
成先団体、受託行と
の連絡調整)

2021年
4月 ～

22年 3

月

フィリピ

ン、 日本

国内

1人
フィ リピン現
地 N001団体:と

事 業 対 象 地

(マ ニラ首都

圏パ ラニャー

ケ市、南サ ン

ボアンガ州サ
ン ボ ア ン ガ

市)住民

先住

「
ど

人計

民族 の
も と大
353人

220

|



「権利を奪われたス

トリー トチル ドレ
ン支援プログラム」
(自 主事業)

「フィリピンの路上
で暮 らす若者の自
立支援プロジェク
ト」

「若者の小規模起業
家育成」

「フィリピンのス ト
リー トチル ドレン
``ゼ ロ''支援キャ

ンペー ン」

2021年

4月 ～

22.年 3

月

フ ィ リ

ピン (マ

ニ ラ 首

都 圏 )、

日 本 国

内

6人

フ ィ リ ピ ン

(マ ニラ首都

圏 )

現地 NG02団
体と、路上で
暮 らす若者
30人、都市
貧困層 の若
者 7人、不特
定多数 (キ ャ
ンペ ー ン事
業)

3,581

「権利を奪われた貧
困家庭の女性の社
会主流化支援プロ

グラム」(自 主事業)

「ス リランカ女性住
民組織による共同農
業 ビジネス開発 と市
場開拓を通 じた地場
産業の育成 と女性の
エンパワメン ト」事
業 (フ ォローアップ

活動 )

2021年

4月 ～

22年 3

月

ス リ ラ

ンカ (ウ

バ 州 モ

ナ ラ ガ

ラ県)

1人

ス リ ラ ン カ

(ウ バ州モナ

ラガラ県)ウ

ェ ラ ワヤ DS

地区

18女性組織
の貧 困女性
農家 780世
帯

18

関係 団体間
お よび人の

交流お よび

協力・ 協働

関係 の構築
事業

「日比 NGO協働推進
事業」
1)日 比 NGOネ ット
ワーク (JPN)の事

務局活動 (受話事

業 )

正会員。準会員間
の情報交換・経験共

有等の推進、フィリ
ピ ン社 会 とそ の

人々、およびフィリ
ピンに関わ る 日本
のNGOの協力活動等
についての国内で
の理解促進 と支持
層の拡大

2)日 比N∞ ネットワ
ー クの協働事業ヘ

の参加 (自 主事業)

2021年

4月 ～

224F3

月

日 本 国

内
3人

フィリピンに

関わる日本 と

フィリピンの

NGO、 一般市民

不特定多数 182



「日本企業 との連
携 による途上国地
域開発事業の推進」
(共同事業)

パナソニック (株 )、

イン ドネシアの現地
NGO「Yayasan Dian D
esa Baru」 と当団体
による共同事業 「西
カ リマンタン辺境地

域での太陽光発電利
用 と生計向上のモデ
ル づ́くり」

2021年

4月 ～

22をF3

月

日 本 国

内、イン

ドネ シ

ア

3人

イ ン ドネシア

西カ リマ ンタ

ン州セ ミタウ

副県 (12オす)、

スハイ ド副県

(11村 )

住  民 約
5,000世帯

3,308

知識・ 情報
の普及推進

事業

「広報・啓発事業」

(自 主事業 )

・ウェブサイ ト、SNS

を通 じたア ジア開

発途上国の現状 に

関す る情報提供 と

活動参加 へ の呼び

かけ
。冊子版の年次報告

書発行
・ メー ル マ ガ ジ ン

(計 13回)の発行
・オンラインイベ ン

トの開催
・講師派遣

2021年
4月 ～

22をF3
月

日本国内 4人 国際協力に関
心をもつ 日本

国内、海外 (英

文サイ ト訪問

者 )の一般市

民

不特定多数

973

「アジア留学生イ
ンター ンシ ップ報
′L△ 1

「

アヽ」

2021年
4月 ～

224「 3

月

日本国内 3人 アジア出身の

留学生、 日本
の非営利 の市

民組織、留学
生に関心をも
つ一般市民

報告会参加

者 23人
684

政策 。制度
変革のため
の提言事業

(特活)国際協力 N

GOセ ンター (JANIC)
正会員、日比 N00ネ
ットワーク (JPN)の
正会員、グローバル

連帯税 フォー ラム

の正会員、NGO―労働
組合国際協働 フォ
ー ラムの会員 とし
ての政策提言活動
への参加

2021年
10月 10

日

日本国内 3人 フィ リピン国
民、フィ リピ

ン現地 N00、 フ

ィ リピンに関
わる日本の NG
O、

貧困者一般、
日本 の非営利

活動団体な ど

不特定多数 97



国際協力に

携わる人材
育成

「日韓みらい若者支
援事業」 (共同事業)

学習会、"語 り場"、 フ

ォーラムの開催、日韓
関係に携わる市民団
体関係者 との関係づ

くり

2021年
4月 ～

22年 3

月

東京 4人 日韓の市民協
力に関わる市
民団体、学術
関係者、大学
など

参 加 者 約
165人
ほか 関心 を
もつ市民、団
体など (不特
定多数 )

1,588

調査研 究事

業

「募金型公益信託の

国際協力における役
割 と展望～誰もが参
加できる国際協力の

インフラづ くりと提

言～ 」

ACTの ような募金型
公益信託の意義 と役
害」を確認 し、 とくに

国際協力・国際交流
促進を目的とする公

益信託が増加するた
めの、望ましい条件、
環境、アプローチ (遺

贈、相続財産の活用
を含む)の検証と、現
在検討 され て い る
「新公益信託法」に

対する提言

2021年
4月 ～

22年 3

月

東京都文
京区

2人

不特定多数 34

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 |1時 場所

従事者
人数

`l:業 費
(千 円)

な し

|

|



書式第 13号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2021年 度 活動計算書 (そ の他事業が上登場合 )

特定非営利活動法人アジア・ コミュニティ・センター 21

理

B

給料手当
賞与金

役員報酬
通勤交通費
法定福利費
福利厚生費

131,641
10,260

720,000
4,052
17,925

科 目 金   額 小計・合計

I.一般正味財産増減の部

473.000

6.108.370

2.300.000
2,300,000

10.36

3,858,895

44.092

23,152,131

A

1

2

4 4

経 常 収 益 計

共同事業負担金収益

取

取

168,000
305,000費

姜
只
△
ム

〈
ム
一腑小

6,071,870
36,500

受託事業収益
自主事業収益

10,302,274
65,500

の他の収益
受取利息
為替差益

雑収入

正会員受取
賛助会員受

受取寄付金

受取寄付金振替額 (日 韓み らい若者支援事業)

受 取

経 常 費 用

印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
事務用品費
賃借料
広告宣伝費
図書費

研修費
減価償却費
支払手数料
雑支出
海外送金
支払寄付金等

1,054.414
210,107
35,725
62,698

498,881
9,900
3,386

2,290,522
387,655

30,251

350,000
31,797
187,828

7,240
1,000,000
1,560,000

12.8

1

2

620 56

10,191,215
844,740
333,512

1,475,823

給料手当

賞与
通勤交通費
法定福利費

(1)人

(2)その他
謝金

ξ理費2

(1

281

3771

43,6871

事業 脅

|



科 目 金   額
|

小計 ,合計

(2)その 1.597,628

印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
事務用品費
賃借料
図書費
減価償却費
諸会費
租税公課
支払手数料
雑損失

雑支出

52,

3,

39,

143,

131,

31,

27,

147

839
937
083

366
262

818
382

387

750
600
996

007
054

72,

869,

172,

7,

45,

理 2 515 476

経 常 費 用 計 23,081,170

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 ① 70,961

C

D

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】 ②

法人税、住民税及び事業税 0
1川 越正味財産

次 期 繰 越 一 般 正 味 財 産 額 ③―④+⑤

70.961

70.000
3.387.302

3,388,263

H.指定正味財産増減の部

受取寄付金

取 ア み らい 」 36.500
H ら い 定

受 取 寄 付  金 計 ・・・⑥ 36.500

般 正 味 財 産 へ の 振 替 額・・・⑦ △ 36.500

額

う

　

産

´
υ

ヽ
ク
　

　

　

ー
ー

く

　

１

額

額

・ヽ日И

減

産
　
‥

増

財

正

産

味

定

財

正

指

味

定

…

正

指

越

定

越

繰

指

繰

朝

期

期

，

当

前

次

∩
〉

ハ
υ
　

＾
υ

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 3,388,263

`I三

十

1経 常 外 費 拝

費  用

(



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2021年 度 貸借対照表

事 業 報 告 用

盤i班:崖皿 働 法塾ヱ 12z・ コミ■=ェ∠=セ ン立 -21

科
Ｆ

」 金   額 小計・合計

【A】 資 産 の 部
1

現金預金

未収金

棚卸資産

4,482,805
798,158
107,114

流動資産合計 ① 5.388,077

2

(1)有形固 資 0

(2)無 形固定資産 0

(3) その他の資産 0

固定資産合計  ・・・② 0

5,388,077

【B】 負 債 の 部
1

1.999.814

未払金
前受金

預 り金

未払法人税等

未払消費税

718,300
700,000
109,814
70,000

401,700

流動負債合計 ③ 1,999,814

2

固定負債合計 ④ 0

【B】 負 債 合 計 ③+④ 1,999,814

【〔〕】 正 味 財 産 の 部
1 正

ア,,■ |1古 ―らい基金 36,500

ユ: △ 36 500

指定正味財産合計・・・⑤ 0

2 正
| _   .||' ■・ ■ 8,387,302

9(,1

一般正味財産合計・・・⑥ 3.388.263

【C】 正 味 財 産 合 計 ⑤+⑥ 3,388,263

【D】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B】 +【 C】 5,388,077

【A】 資 産 合 計 ①+②
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(2)リ ース取引の処理方法

2021年 度  計算書類の注記

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準によっています。

(1)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産
リース資産   償却午数5年 による定額法

所有権移転外ファイナンス・ リース取引については通常の売買取引に係る方法に準 じた会計処理によっている。

(3)消 費税等の会計処理

消費税は税込み経理によっています。

2.事 業別損益の状況 (別紙参照)

使途等が制約 された寄付金等の内訳
使途等が制約 された寄付金等の内訳 (正 味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は3,388,263円 ですが、その うち1,438,488円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は1,949,775円 です。

3

4 |「

単

産 か

事 業 報 告 用

当期増加額 当期減少額 期末残高 備考内容 1口111残 高

2,623,858 1,444,202

450,000

2,629,572

450,000

1,438,488
期末残高は翌期に使用予定の支援用資
金 (以 下同じ)

フィリピンにおけるス トリー トチル ド
レンの社会復帰のための事業 (一 部助
成 )

18,000 18,000

3,000,000 3,000,000 ACT関連事業、管理費への指定寄付

「日韓み らい若者支援事業」への助成

ACC21「 アジア若者み らい基金」 (指

定正味財産)か らの振替額 (日 韓みら
い若者支援事業への指定寄付 )

一般正味財産

権利を奪われたス

トリー トチル ドレ
ン支援プログラム
ヘの寄付

日本労働組合総連
合会 「連合・愛の
カンパ」中央助成

権利を奪われた貧
困家庭の女性の社
会ェ流化支援プロ

グラムヘの寄付

個人からの寄付

(一 財)MRAハ ウ
ス 助成

日韓みらい若者支
援事業への寄付

1,500,000

36,500

1,500,000

36,5(:)0

36,500 36,500
ACC21「 アジア若者み らい基金」 (指

定正味財産)への寄付 (日 韓みらい若
者支援事業への指定寄附)

1.438.4882.623.858 6.485,202 7.670.572

指定正味財産

アジア若者みらい
基金

合計

金   額内    容

36,500

経常収益への振替額
「アジア若者み らい基金」から「日韓みらい若者支援事
業」に対する振替額

36,500「 |

5.固 定資産の増減内訳

正 産への振
`')内

円 )

特定非営利活動法人アジア・コミュニティ・センター21



T十 日 取 得

9(,5,52() 965,520 ∠:ゝ 965,520
965,520 965,52() ∠ゝ 965,520

有形固定資産
リース資産

Fortigateセキュリティ
合計

(単 円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

円 )

給料手当には使用人兼務役員分も含まれますが、支払い対象者が少ないため個人情報保護の観点から金額の明示を

省略しています。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な
事項

事業費と管理費の按分方法

こ分けられない共通経費のうち、「通信運搬費」「賃借料」 「減価償却費」、「人件費」は従事割合に、「印刷
はコピー複合機のカウンターから算出した割合に応 じて按分しました。詳細は別紙参照。

科 同
言|■ 古すil市

|

_|― さァし'― 金れi

内、役員 と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との取弓|

473,000

6,108,370

94,000
325,000

30,(:,00

15,000
6,581,370 419,000 45,000

798, 158 12,000
12,0(:)0798, 158

(活動計算書)

受取会費
受取寄付金
活動計算書計

(貸借対照表)

未収金

貸借対照表計

TT「
=面

T再7百冨
~雨

而π雨T=TttT雨¬戸乖面而願

|

__」
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書式第 17号 (法第 28条関係 )

2021年 度 財産目録
事 業 報 告 用

生定主崖趾韻嘘型豆笠ヱニコミュニi4=ヒ ど二二21

科 金  額 ′1ヽ    三十 合   計

の

1 流動資産

現金預金

手元現金

タト貨  (IDR  l,468,800. PHP. 4,832 1NR  131, KHR  4,000)
普通預金 みずほ銀行 駒込支店

普通預金 みずほ銀行 駒込支店「ACC21緊急復興支援」

普通預金 三井住友銀行 巣鴨支店

振替口座 (当 座預金)ゆ うちょ銀行○一九店 (ゼ ロイチキュウ店)

振替口座 (当 座預金)ゆ うちょ銀行o一九店 (ゼ ロイチキュウ店)ACC21緊急復興支援

振替口座 (当 座預金)ゆ うちょ銀行○一九店 (ゼ ロイチキュウ店)ア ジア若者みらい基金

楽天銀行

4,482,805

50,892

23,069

2,874,720

1,000

84,291

1,420,090

476

15,267

13.000

未

鯰 襲 醜 艦 繁

23anasonic2022年
3月 請求額)

798,158

24

771

.oool

L」型
棚卸資産

貯蔵品

貯蔵品

貯蔵品

107,114
き

き

き

つ
　
つ
　
つ

す

す

す

り寄付 (未使用切手)

り寄付 (未使用/書き損じ′ヽガキ)

り寄付 (そ の他 :未使用テレホンカー ド、プリペイ ドカー ドなど)

38,283

23,507

1,000

44,324貯蔵品 (事務所在庫 :レ ターパック、未使用切手、未使用ハガキ)

流動資産合計  ・ 5 38 077

2 資

(1)有形固定

(2)無形固定資

(3)投資その他の資産

【A】 資 産 合 計 ①+② 5,388,077

【B-1】 負 債 の 部
1 流動負

未″
∫][131」懲貫,111:ンスチヤ~ジ
言き[1:li]||:|:雰 leatix)

謝金

718,300

(2022年 3月 分 )

438,887

175,755

21,968

5,166

4,892

9,768

16,500

45,364

前受金

助成金 ((公財 )

700,000

トラス ト未来フョーラム ) 700,000

預 り金

源泉所得税 (給 与

雇用保険料

109,814

賞 与) 81,294

28,520

未払法人税等

未払よ人税キ:

未払消費税

未払 1肖 費税

70,000

401,700

101 700

流動負債合計 ③ 1.999.81

2

固定負債合計 ④

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 1,999,814

【B-2】 正 味 財 産 合 計  【A】 ― 【B-1】 3.388.263

】  ili



書式第 18号 (法 第 28条関係 )

2021年 度年間役員名簿
|

(前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並び
ここれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

¬ 確認事項 (法 第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

日各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

事 業 報 告 用

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)

1

監 事
イ トウミチオ

伊藤道雄

2021年 4月 1日

2022年 3月 31日

2021年 4月 1日

2022年 3月 31日

[事 =-< ) ):.2t)

小松諄悦

2021年 4月 1日

2022年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

3
監 事

シミズキョウコ

清水本子

2021年 4月 1日

2022年 3月 31日

イ
|: 月

月

日

日イ
11

1
監 事

7 A+-? ))

||,′ ご [|11

2021年 4月 1日

2022年 3月 31日

`|:
月

月

日

目
`■

監 事 ナガハタマコ ト

長畑 誠

2021年 4月 1日

2022年 3月 31日

年  月  日

イ
|: 月 目

(ぅ

監 亨
ハマダタダヒサ

漬 田 忠久

2021年 4月 1日

2022年 3月 31日

年   月 日

日41 月

′

|■ 事
4 ,'? /v+t l- 3

石丸智子

年

年

月

月

日

日

8
監 亨

r-+l-ELrja+
2021+ 4E rE

2022年 3月 31日

年  月  日

イ
|: 月 口湯本浩之

)ヽ

理 アキオテルマサ

秋尾晃正

2021年 4月 1日

2022年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

10
・監事理

z.A+r:4:j

鈴木英子

2021年4月  1日

2022年 3月 31日

年  月  日

イ
|' 月 ,1

特定非営利活動法人アジア・コミュニティ・センター21

役 名
どちらかにO

理 事

理 事

|ン
´ 、

γ    ヽ

1理事 }

IV
 2021年 4月 1日

 |

022年
3月 31日

 |



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事 業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

氏    名

1
秋尾晃正

伊藤道雄

3 岩崎信夫

4
大田達男

5
小松言享悦

6 清水恭子

7
鈴木真里

8 高見啓子

9
長畑 誠

10
福田綾子

12

2

特定非営利活動法人アジア・コミュニティ・センター21

|
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